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序     文 

 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、アルゼンチン共和国からの技術協力要請に基づき、2002 年 9月からブエノス

アイレス州チャスコムスのチャスコムス技術研究所（INTECH）およびチャスコムス陸水生物研究所（EHC）にお

いて、「アルゼンチン ペヘレイ増養殖研究開発計画」を開始しました。 

当機構では、本計画の協力実績を把握し、アルゼンチン側との合同で協力効果の評価を行うとともに、日本

国およびアルゼンチン共和国の両国がとるべき措置を両国政府に報告することを目的として、2005年5月28日

から 2005 年 6 月 18 日にかけて、当機構農村開発部旧水産開発チーム長の佐々木十一郎を団長とする終了時評

価調査団を現地に派遣しました。調査団は、アルゼンチン共和国政府関係者や、派遣専門家と協議を行うとと

もに、プロジェクトサイトでの現地調査を実施しました。また、2005年8月には、終了時評価調査結果を受け、

補足的支援が必要と判断された催熟技術研究開発分野および遺伝形質解析分野において、運営指導調査団を派

遣し、同調査団による技術支援を実施しました。その後、帰国後の国内作業を経て、両調査団の調査結果を本

報告書に取りまとめました。 

今回の調査・評価・協議の結果が、本協力の協力目標達成に役立つとともに、この技術協力事業の実施が、

今後の両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待します。 

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表します。 

 

平成17年12月 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 古賀 重成 
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チャスコムス (プロジェクトサイト） 
・チャスコムス技術研究所（INTECH） 
・チャスコムス陸水生物研究所 (EHC) 

ラ・プラタ 
・ブエノスアイレス州農務省 

ブエノスアイレス 
・外務省 
・農牧水産食糧庁 
・国立科学審議会（CONICET） 
・日亜ペヘレイ協会 



  

写   真 
 

  
プロジェクト C/P 機関のひとつであるチャスコムス技術研究所（INTECH）。国立科学審議会（CONICET）に属す
る研究所であり、生物科学にかかる研究を本来業務としている。 

 

  
プロジェクト C/P 機関のひとつであるチャスコムス陸水生物研究所（EHC）。ブエノスアイレス州農務省に属す
る研究所であり、州の活動としてペヘレイの増殖活動を本来業務とする。ペヘレイ研究について長年の経験と、
州内関係各所との強力なネットワークを有する。右側写真は、ペヘレイ種苗生産および養殖にかかるコスト低
減の試験に用いる網生簀の自主制作作業の様子。 

 

  
カニュエラスにおける大規模農牧業者の事例。保有する広大な農牧地内に素掘池を造成し、現在プロジェクト
で生産した種苗を試験的に粗放的に放養中。将来はスポーツフィッシングのための釣堀として整備し、遊漁者
需要を取り込みたいという狙い。 



  

  
サンビセンテにおける養殖業者の事例。現在はニジマス・ティラピアの養殖が中心であるが、プロジェクト活
動に影響を受け、素掘池 2 面を新規に整備し、プロジェクトで生産した種苗を試験的に放養中。将来は、ブエ
ノスアイレスから近いという地理的優位性を活かし、鮮魚食材としてペヘレイを出荷したい考え。 

 

  
現地日系人が経営する観光農場の事例。既存の園内の池に、プロジェクトで生産した種苗を試験的にニシキゴ
イ等と共に混養中。ニシキゴイは観賞魚としても販売している。ペヘレイは、半粗放的に養殖しながら、ゆく
ゆくは園内のレストランで食材として提供してゆきたい考え。 

 

  

ブエノスアイレス州農務省におけるミニッツ署名        プロジェクト関係者一同 

 

 



  

略語表 

略   語 意   味 

CEAN (Centro de Ecologia Aplicada de Neuquen) ネウケン州生態応用研究センター 

CONICET (Consejo Nacional de Investigaciones 

Cientificas y Tecnicas) 

アルゼンチン国立科学審議会 

C/P(Counterpart） カウンターパート 

EHC (Estacion Hidrobiologica de Chascomus) チャスコムス陸水生物研究所 

Fst 副次的集団間の遺伝的分化を測る近交係数 

INIDEP (Instituto Nacional de Investigacion y 

Desarrollo Pesquero) 

国立水産資源開発研究所 

INTECH (Instituto Tecnologico de Chascomus) チャスコムス技術研究所 

JICA (Japan International Cooperation Agency) 独立行政法人国際協力機構 

NaCl  塩化ナトリウム(化学式） 

NGO (Non-Governmental Organization) 非政府組織（民間非営利団体） 

ODA (Official Development Assistance) 政府開発援助 

PCM (Project Cycle Management) プロジェクト・サイクル・マネジメント 

PCR (Polymerase Chain reaction) ポリメラーゼ連鎖反応 

PDM (Project Design Matrix) プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PDM0 (PDM-zero) オリジナルPDM 

PDME (PDM-Evaluation) 評価用PDM 

RI (Radioisotopes) 放射性同位元素 

UBA (Universidad de Buenos Aires) ブエノスアイレス大学 

UNC (Universidad Nacional del Centro) セントロ大学 

USD (US dollar)  米ドル 
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評価調査結果要約表 
１. 案件の概要 

国名：アルゼンチン 案件名：ペヘレイ増養殖研究開発計画  

分野：水産 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部第3G水産開発T 協力金額：約16,000万円 

(R/D): 2002年9月10日 

～ 2005年9月9日 

先方関係機関： 国立科学技術審議会／チャスコムス技術研究所

（INTECH），ブエノスアイレス州農務省／チャスコムス陸水生物

研究所（EHC） 

(延長): 日本側協力機関：東京海洋大学（旧 東京水産大学）、神奈川県

 

 

協力期間 

(F/U) : 他の関連協力：  

１－１ 協力の背景と概要 

ブエノスアイレス州政府はペヘレイ資源の有効利用を図り、1940 年代から長年ペヘレイ産卵期に天然親魚を

捕獲して人工授精を行い、得られた受精卵、ふ化仔魚の放流を州内の湖沼に継続して行った。受精卵は国内の

内陸部に止まらず、国外にも移出された。しかし、受精卵やふ化仔魚の放流では初期消耗が激しく、自然水域

では資源形成およびび増殖にほとんど寄与できないことや、更に、近年の乱獲とペヘレイ再生産に影響したと

される異常気象により、資源量は甚だしく減少した。 

このため、ブエノスアイレス州政府、国立水産資源開発研究所、国立科学技術審議会、国立ブエノスアイレ

ス大学、ネウケン州等はペヘレイ資源の減少を深刻に受け止め、増養殖研究に取り組んでいるものの、生理、

生態、飼育、繁殖などの基礎研究と、当地に適した適正技術の開発が不十分なため、芳しい成果をあげること

はできていない。この事態の打開策として、ブエノスアイレス州政府漁業開発局から日本政府に対して専門家

の派遣要請がなされ、2001年11月から2002年5月までJICA専門家が派遣された。その結果、かつて日系移民

によって日亜友好のシンボルとして日本に移殖されたペヘレイを基に日本が確立したペヘレイ養殖技術を活か

した協力が可能であることが示唆され、上記の亜国ペヘレイ増養殖研究機関からの協力要請に基づき、2002 年

5月に事前評価調査団が派遣され、技術協力プロジェクト「ペヘレイ増養殖研究開発計画」が実施されることと

なった。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

チャスコムス周辺等において、ペヘレイ養殖等の事業化試験が行われる 

(２）プロジェクト目標 

ペヘレイ増養殖のための基礎技術が構築される 

(３）成果 

1. ペヘレイの種苗生産技術が開発される。 

2. ペヘレイの種苗量産技術が研究される。 

3. ペヘレイの増養殖の事業計画が作成される。 

4. モニタリング・評価結果を反映し、事業が改善される。 

（４）投入（評価時点） 

 日本側： 

  長期専門家派遣 3名   機材供与        600万円 

  短期専門家派遣 4名   ローカルコスト負担   2,000万円 

  研修員受入   8名 

 相手国側： 

  カウンターパート配置 11名   研究施設および各種資機材 

ローカルコスト負担 33,000USD(人件費別） 

２. 評価調査団の概要 

調査者 佐々木十一郎（団長）   JICA農村開発部 水産開発チーム長 

福所 邦彦(魚類養殖）   (財）名古屋みなと振興財団  名古屋港水族館  飼育部長 

渡辺 亜矢子（評価分析） 株式会社地域計画連合 国際部 主任研究員 

堧水尾 真也(協力企画） JICA農村開発部 水産開発チーム 職員 

調査期間 2005年5月28日～2005年6月18日 評価種類：終了時評価 



  

３. 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(１）活動 

プロジェクトは全体的に計画通り進捗していると判断された。特に、事業計画の作成においては、一部プロ

ジェクトの枠を超え既に実証試験段階に至っていること、また、広報活動が活発に行われていることは高く評

価された。標識放流に関する活動については、これまでの活動を通じて種苗生産技術の確立に至り、検討を開

始する段階に至ったところであり、プロジェクト終了時までに活動を実施する予定である。 

(２）成果 

成果については、概ね達成されたか、あるいはプロジェクト終了時までに達成の見込みであることが確認さ

れた。「種苗生産技術の確立」については、200 万粒の良質卵が確保され、基礎的な自然産卵及び産卵誘発技術

が確立された。また、稚魚の初期餌料系列が明らかにされるとともに、アルゼンチンで入手可能な原材料を用

いた比較的低コストな人工餌料が開発された。遺伝形質については、現在分析作業を実施中であり、期間中の

完了が見込まれる。 

 「大量種苗生産技術の確立」はほぼ完了している。施設・設備の整備・設置は完了しているほか、生物餌料

の大量生産技術が確立され、稚魚の生残率及び成長率は向上した。魚病対策については、寄生虫防除の技術が

確立されている。標識放流方法の検討については、種苗生産技術の確立を受け、検討を開始したところである

が、プロジェクト終了時までに技術報告書としてまとめられる予定である。 

「事業計画の作成」については、既に事業化モデルの検討がなされ、実証試験段階に入っているものもあり、

一部ではプロジェクトの枠を超えた成果をあげていることが高く評価される。水面利用の法制度調査について

は、現在実施中であり終了時までに完了の見込みである。 

 「モニタリング、評価結果の事業への反映」についても適切に行われている。合同調整委員会などが定期的

に行われ、モニタリングを実施している。同委員会及びJICA運営指導調査団（中間評価）によりなされた提言

に基づき、人員の増員や網生簀活動をプロジェクト活動に取り入れるなどの改善がなされている。プロジェク

トで得られた成果は、終了時までに研究者を対象とした技術マニュアルとして整理される予定である。 

(３）プロジェクト目標 

プロジェクトでは、神奈川県産ペヘレイの種苗を10万尾以上（体重1ｇ）、また、フニン産ペヘレイの種苗を

2万尾生産した。また、事業計画については、増養殖の事業化モデルの検討がなされ、既に同モデル案の実証試

験も開始されている。したがって、プロジェクト目標の指標の１つは既に達成され、残りの１つは近々の達成

が見込まれると言え、プロジェクト目標は終了時には達成されると判断された。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(１）妥当性 

アルゼンチン国においては、産業の多様化、特に内水面利用による中小農牧事業者を対象とした起業化の方

法を模索してきているが、本プロジェクトが目指す魚の増養殖業の振興は有力な候補のひとつつと考えられ、

雇用機会の創出効果も期待される。したがって、本プロジェクトは、新産業の導入による新規雇用の創出とい

うアルゼンチン国及びブエノスアイレス州の政策とニーズに整合しているといえる。また、チャスコムス市は

長期戦略計画を策定中であるが、同計画の策定にかかるアドバイザーの一員としてINTECHとEHCを迎え、同計

画においてペヘレイ増養殖に関する視点も盛り込む予定である。一方、JICA の対アルゼンチン援助方針にも、

「経済再生」、「地域開発」といった観点において合致している。支援の手法・アプローチ及び C/P 機関の選定

についても、プロジェクト活動に大きな影響を与えることがなかったことからも、適切であったと判断された。

(２）有効性 

活動は概ね計画通りに実施され、プロジェクト目標は終了時までに完了の見込みであると判断された。種苗

生産については、既に体重１ｇの種苗が神奈川県産で10万尾以上、フニン産で2万尾生産されていること、ま

た事業計画については、一部では既に実証試験段階に至っていることは高く評価される。プロジェクト目標達

成の促進要因のひとつとしては、C/P及び関係機関の教育レベルが高いこともあげられる。 

(３）効率性 

日本側からの投入については、量及び質についてプロジェクト活動に過不足なく概ね適当であったと判断さ

れたが、タイミングの点においては、日本からの餌料の輸送が遅れたことが指摘された。また、専門家と C/P

とのコミュニケーションが不足していたこともあった。アルゼンチン側投入についても、上記同様プロジェク

ト活動に過不足なく概ね適当であったが、プロジェクト開始当初には経済危機の影響もあり、飼育施設の新設

に必要な予算が十分に措置されないことがあった。しかし、いずれのケースにおいてもプロジェクト活動に遅



  

延を来たすことはなかった。C/P及び関係機関の本プロジェクトに対するオーナーシップは高く、今後一層の予

算措置がなされる予定である。上記から、本プロジェクトの効率性は高いと判断された。 

(４）インパクト 

これまでのところ負のインパクトは見受けられない。正のインパクトとしては、他魚種にも適用可能な増養

殖の技術的基礎が確立されたことや、本プロジェクトの機材・施設整備に携わることにより、養殖関係機材の

メーカー及び技術者が育成されたケースが見受けられたことがあげられる。また、国際セミナーを開催したこ

とにより、中南米諸国の関係機関とのネットワークを構築し、近隣諸国からアルゼンチンに対して技術支援の

要請が上がっている。将来的にペヘレイ生産が急激に増加した場合、水中の餌料残渣、魚病蔓延などによる環

境汚染の心配があるが、アルゼンチン国の関係機関はこれらの危険性を十分に認識しており、適切な対策が講

じられるものと思われる。なお、今後上位目標及びスーパーゴールを達成するためには、以下の 5 点につき継

続して技術開発を行う必要があることが確認された。 

① 自然餌料及び人工餌料の生産につき、一層の低コスト化を図る。 

② 神奈川県産及びアルゼンチン産のペヘレイの遺伝形質につき、統計的な処理などを行い、比較分析結果

の精度を高める。 

③ 魚病に関する研究を継続実施する。 

④ 生産種苗の標識放流方法につき比較検討し、ペヘレイに最も適した方法を検討する。 

⑤ ペヘレイ増養殖事業化モデル案の技術面及び資金面における評価活動の一環として、「網生簀」増養殖活

動を強化・継続実施する。 

(５）自立発展性 

プロジェクトは関係機関より十分な政策的およびび行政的支援を得ていると言え、今後も継続するものと思

われる。ペヘレイ関係の研究、活動に対する予算及び人員は増加傾向にある。また、市レベルにおいても長期

戦略へのペヘレイ増養殖の視点が考慮される予定である。 

資金面及び組織面においても十分に持続可能性は高いと判断された。上記のとおり予算および人員は増加傾

向にあり、施設の整備も促進されている。またINTECHとEHCの間の協力関係も良好であり今後も継続すること

が期待できる。 

技術面においては、C/P機関はプロジェクト開始以前より技術の改良・普及のシステムを有していたことから、

本プロジェクトの成果も円滑に普及されると思われる。また、本プロジェクトで開発された技術は、ブエノス

アイレス州及びアルゼンチン国の他地域、中南米諸国にも適用可能なものであることからも、技術の普及・適

用が期待できる。環境面については、水質汚染を防ぐよう十分な注意が払われてきており、今後継続して留意

していくことが必要である。社会面及び文化面については、特別な配慮は行われていないが、持続可能性を減

じるものではないと判断された。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(１）計画内容に関すること 

・ プロジェクト開始以前に短期専門家１名がアルゼンチンに派遣されたこと、またアルゼンチン側C/Pが本

邦研修を受けたことは、円滑なプロジェクト活動の立ち上げと、その後のスムースな活動の推進に大きく

貢献した。 

(２）実施プロセスに関すること 

以下の点がスムースなプロジェクト活動の推進に貢献した。 

・ C/Pの教育レベルが高かったこと。 

・ INTECH、EHCの現業職スタッフの積極的な協力を得ることができたこと。 

・ 電気、通信、道路アクセス、水道などの基本的なインフラが整っていたこと。 

・ 必要な資機材の購入、搬送にほとんど問題がなかったこと。 

・ 日本とアルゼンチンの間に友情と尊敬の念があること。 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(１）計画内容に関すること 

・ 特になし。 

(２）実施プロセスに関すること 

・ プロジェクト初期においては、言語及び文化的な障壁により、日本人専門家と C/P の間のコミュニケーシ

ョンが難しい時期もあったこと。ただし、プロジェクトの進捗には支障を来たすことはなく、また現在は

両者の間で十分なコミュニケーションがとられている。 



  

・ アルゼンチン側の財務状況が悪化し、飼育施設建設のための予算が措置できないことがあったことは、一

部プロジェクト活動の進捗に影響を及ぼした。 

 

３－５ 結論 

上記のとおり、本プロジェクトは評価５項目のいずれについても高く評価され、全体として計画通りに円滑

に進んできているといえる。3 年間という比較的短期間のプロジェクトであるにもかかわらず、10 万尾を超え

る種苗の生産や事業計画書の作成など、具体的な成果品を産出しつつあり、ペヘレイ増養殖事業に対する関係

機関・者のインセンティブを高めていることは、高く評価される。また、開発された技術の汎用性は高く、近

隣諸国からアルゼンチンへの技術支援要請を受けるに至っている。このように、本プロジェクトの自立発展性

は、政策、資金・組織、技術のいずれにおいても、高く評価することができる。 

ただし、実際の事業展開にあたっては、未だ技術面においても改善すべき点は多い。本プロジェクトの成果

と関係機関からの積極的な支援を十分に活用し、技術の一層の向上を図ることにより、ペヘレイ増養殖の事業

化と産業の多様化、雇用の創出が期待される。 

 

３－６ 提言(当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

(１）協力期間終了時まで 

本プロジェクトは、3年間という短期間のプロジェクトにも関わらず、様々な活動による成果が達成された。

しかしながら、いくつかの点においては、プロジェクト活動が完了していないものもあるため、下記の点につ

いては、プロジェクト期間終了時までに、集中的に取り組むべき課題として提言を行った。 

1)  2005年8月に派遣予定の短期専門家の助言のもと、遺伝形質解析にかかる活動を完了させること。 

2)  将来の種苗放流に向けた展開のために、種苗標識にかかる様々な情報を収集し、技術的な報告として取

りまとめること。 

3) アルゼンチンにおける栽培漁業（種苗放流による資源増殖）にかかる地域水面利用の法制度について、日

本で研修を受けたC/Pの協力のもと、日本の法体系と比較しながら報告を取りまとめること。 

4) プロジェクト活動の成果として得られた種苗生産，遺伝形質解析，餌料開発，魚病防疫・管理，養殖の適

応可能性および収益性など、様々なペヘレイ増養殖にかかる技術的知見を、研究者・技術者向けマニュア

ルとして取りまとめること。 

(２）協力期間終了後 

上述のとおり、本プロジェクトでは様々な成果が得られ、将来の産業としての養殖業の発展に様々な可能性

が示された。しかしながら、経済的に採算のとれる事業としての増養殖は現段階では困難であり、本プロジェ

クトで得られた成果を将来の発展につなげてゆくためにも、下記の点について今後プロジェクト終了後に取り

組む課題として提言を行った。 

1) プロジェクトスーパーゴールおよび上位目標の達成を目指してゆくためにも、他の関係機関と今後も協

力・連携した活動を行うとともに、現時点でのプロジェクトへの投入量を維持すること。 

2) INTECH と EHC においてプロジェクトの成果として得られた様々な知見と、日本で蓄積された知見および

専門技術を分かりやすく簡略化のうえ、（これから増養殖に取り組もうとしている）農牧業者に対し普及

活動を行うこと。 

3) ブエノスアイレス州政府は、ペヘレイ資源増殖に向けて、系統群による遺伝形質の違いに留意しつつ、プ

ロジェクトで生産した種苗を用いての種苗放流活動の適用について検討を始めること。 

4) 種苗生産業者や養殖業者、更に関連機関に向けた技術マニュアルを作成するために、現在実施中の様々な

実証試験を今後も実施・促進させること。 

5) プロジェクトのスーパーゴールおよび上位目標を達成するために、現在実施中の親魚育成用（人工）餌料

開発，魚病対策，遺伝形質解析，網生簀養殖，放流用種苗標識にかかる活動を、今後も実施・促進させる

こと。 

6) アルゼンチン政府は、本プロジェクトにより移転された技術と得られたノウハウに基づき、第三国への技

術移転やアルゼンチンへの他の養殖対象魚種の導入，更に殖研究ネットワークの構築などについて、必要

な将来戦略を取りまとめること。 

7) ブエノスアイレス州政府は、州内における将来のペヘレイ増養殖開発戦略を策定し実現するために、本プ

ロジェクトによって得られた様々な事項を整理すること。 



  

３－７ 教訓 

（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）

アルゼンチンでは、C/Pの教育レベルが高く、電気、通信、道路アクセス、水道などの基本的なインフラが整

っており、かつ必要な資機材の購入、搬送にほとんど問題がないことから、効率的なプロジェクト運用が可能

となり、少ない投入でも大きな協力成果を引き出せるという可能性が存在することが、本プロジェクトの実施

を通じて実感的に確認された。 

また、本プロジェクトにおいては、プロジェクト開始以前に短期専門家１名がアルゼンチンに派遣されたこ

とと、アルゼンチン側C/Pが本邦研修を受けたことが、プロジェクトの円滑な設計、開始に貢献しただけでな

く、アルゼンチン社会に親日的な雰囲気があったことも、その後のプロジェクトの実施を容易にした。 

更に今回のプロジェクトを通じ、様々なレベルの性質の異なる機関をひとつのプロジェクトの枠内に参加さ

せることは、相互デマケーションの明確化や連絡調整業務が非常に困難となることが明らかになった一方で、

アルゼンチンにおいては通常あまり連携して事業を実施することのなかった国の機関（CONICET / INTECH）と

州の機関（ブエノスアイレス州農務省 / EHC）が、JICA が「かすがい」の役割を果たすことにより、プロジェ

クトの枠内で組織の境界を越えた相互連携が実現し、このことがプロジェクト目標の達成に大きく貢献したと

思われる。 

 

３－８ フォローアップ状況 

今回終了時評価で確認された技術的課題については、今後短期専門家２名（または運営指導調査団）の派遣

をもって対応予定。またプロジェクト終了後のフォローアップ体制に関しては、本プロジェクトで得られた成

果を持続的に発展・応用させてゆくため、何らかの小規模後継案件の実施が望ましいと思われるものの、現時

点では未定。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

本調査団は、2005年9月上旬にペヘレイ増養殖研究開発計画が協力期間終了を迎えることに先立ち、以

下の目的により評価調査を行う。 

（1） プロジェクト目標が達成されたかどうかを実績に基づき評価5項目の観点から検証する。 

（2） 評価結果に基づき、残存協力期間の活動計画を明確にするとともに、協力期間終了後のとるべき対

応策について協議し、その結果を両国政府関係機関に報告・提言する。 

（3） 今後、類似案件が実施される場合に、その案件を効率的に立案・実施するために、本協力の実施に

よる教訓を取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

１－２－１ 調査団員 

佐々木十一郎（団長）    JICA農村開発部 水産開発チーム長 

福所 邦彦(魚類養殖）   (財）名古屋みなと振興財団  名古屋港水族館  飼育部長 

渡辺 亜矢子（評価分析） 株式会社地域計画連合 国際部 主任研究員 

堧水尾 真也(協力企画） JICA農村開発部 水産開発チーム 職員 

 

１－２－２ 調査期間 

2005年5月28日～2005年6月18日 
月 日 曜日 行             程 宿 泊 地 

28 土 (渡辺）成田 (17:10) →ロサンジェルス (11:10) NH006 
ロサンジェルス (14:30) →  

機中泊 

29 日 (渡辺）→ サンパウロ (06:10) RG8837 
サンパウロ (07:30) → ブエノスアイレス (10:10) RG8640 

ブエノスアイレス 
(アルゼンチン） 

30 月 (渡辺）JICA事務所打ち合わせ 
ブエノスアイレス → チャスコムス(陸路移動） 
プロジェクトサイトでの事前調査 

チャスコムス 
(アルゼンチン） 

5 

31 火 (渡辺）プロジェクトサイトでの事前調査 同上 
1 水 (渡辺）同上 同上 
2 木 (渡辺）同上 同上 
3 金 (渡辺）同上 同上 

(渡辺） 
チャスコムス → ブエノスアイレス(陸路移動） 

ブエノスアイレス 
(アルゼンチン） 

4 土 

(堧水尾）成田 (17:10) →ロサンジェルス (11:10) NH006 
ロサンジェルス (14:30) → 

機中泊 

(渡辺）他団員と合流 

(堧水尾）→ サンパウロ (06:10) RG8837 
サンパウロ (07:30) → ブエノスアイレス (10:10) RG8640 

5 日 

(佐々木・福所）5/26～6/4までマラウイ調査団に参加 
ヨハネスブルグ (07:00) → ブエノスアイレス (15:35)  MH201 

ブエノスアイレス 
(アルゼンチン） 

6 月 10:00 JICA事務所打ち合わせ 
12:00 外務省との協議 
14:00 日亜ペヘレイ協会との協議 
16:00 国立科学審議会（CONICET）との協議 
17:30 アルゼンチン側評価団員との打ち合わせ 

同上 

7 火 ブエノスアイレス→ラ・プラタ(陸路移動） 
10:00 ブエノスアイレス州農務省での協議 
ラ・プラタ→ブエノスアイレス(陸路移動） 
12:30 農牧水産食糧庁での協議 
ブエノスアイレス→チャスコムス(陸路移動） 

チャスコムス 
(アルゼンチン） 

6 

8 水 08:40 チャスコムス陸水生物研究所(EHC)視察 
10:20 チャスコムス技術研究所(INTECH)視察 
11:20 プロジェクト専門家・C/Pの活動状況発表等（～18:00） 

同上 
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19:00 調査日程打ち合わせ等 
9 木 11:00 カニュエラス農牧業者視察（粗放養殖試験サイト） 

15:00 サンビセンテ養殖業者視察（粗放養殖試験サイト） 
17:00 佐藤農園（CAMPO MIZUJO）視察（粗放養殖試験サイト） 

同上 

10 金 09:00  調査結果検討 
11:00  チャスコムス市との協議 
14:30 調査結果検討 

同上 

11 土 09:00 調査結果検討 同上 
12 日 11:00 調査結果取りまとめ(団内取りまとめ） 

チャスコムス → ブエノスアイレス(陸路移動） 
ブエノスアイレス 
(アルゼンチン） 

13 月 09:30 評価結果総括・検討（評価レポート案作成）(～18:00） 同上 
14 火 10:00 評価結果総括・検討（団内取りまとめ） 

14:00 評価結果総括・検討（プロジェクト終了後の方向性） 
17:30  JICAアルゼンチン事務所への報告 

同上 

15 水 10:40 合同調整委員会への評価結果報告（ミニッツ署名） 
15:00  在アルゼンチン日本国大使館への評価結果報告 
20:00 夕食懇談会 

同上 

16 木 ブエノスアイレス (18:45) → サンパウロ (21:20) RG8641 
サンパウロ (23:50) → 

機中泊 

17 金 → ロサンジェルス (08:00)  RG8836 
ロサンジェルス (12:55) → 

機中泊 

 

18 土 → 成田 (16:25) NH005 － 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

ブエノスアイレス州は湿潤パンパ地帯に属し、多雨温帯気候に恵まれた肥沃で広大な土地を有する。そのた

め伝統的産業として、穀物（小麦、トウモロコシ、大豆等）及び家畜を生産する農牧業が発達した。また、約

5000 の湖沼とそれらを通じる数多くの河川を有し、無尽蔵の水資源に恵まれている。これらの湖沼の多くは塩

分を含み、弱アルカリ性の硬水で栄養分に富み、亜国固有種であるペヘレイ（Odontesthes bonariensis）にと

って生息条件が適していたためめ、かつて当水域において豊富な資源量を有し、アルゼンチン国民にとって食

材、遊魚にと最も馴染み深い魚として定着した。 

ブエノスアイレス州政府はペヘレイ資源の有効利用を図り、1940 年代から長年ペヘレイ産卵期に天然親魚を

捕獲して人工授精を行い、得られた受精卵、ふ化仔魚の放流を州内の湖沼に継続して行った。受精卵は国内の

内陸部に止まらず、国外にも移出された。しかし、受精卵やふ化仔魚の放流では初期消耗が激しく、自然水域

では資源形成及び増殖にほとんど寄与できないことが明らかにされている。更に、近年の乱獲とペヘレイ再生

産に影響したとされる異常気象により、資源量は甚だしく減少した。 

このため、ブエノスアイレス州政府、国立水産資源開発研究所、国立科学技術審議会、国立ブエノスアイレ

ス大学、ネウケン州等はペヘレイ資源の減少を深刻に受け止め、増養殖研究に取り組んでいるものの、生理、

生態、飼育、繁殖などの基礎研究と、当地に適した適正技術の開発が不十分なため、芳しい成果をあげること

はできていない。この事態の打開策として、ブエノスアイレス州政府漁業開発局から日本政府に対して専門家

の派遣要請がなされ、2001年11月から2002年5月までJICA専門家が派遣された。その結果、かつて日系移民

によって日亜友好のシンボルとして日本に移殖されたペヘレイを基に日本が確立したペヘレイ養殖技術を活か

した協力が可能であることが示唆され、上記の亜国ペヘレイ増養殖研究機関からの協力要請に基づき、2002 年

5月に事前評価調査団が派遣され、技術協力プロジェクト「ペヘレイ増養殖研究開発計画」が実施されることと

なった。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ PDME 

PDMEについては、誤解を避け評価を円滑に進めるため、既存PDMの一部用語について微修正を行った。同微

修正以外は、既存 PDM のまま評価用 PDM として用いることとした。今回微修正を行った用語は、以下のとおり

である。 

 

(1) 既存PDMでは、「養殖」を英語で“farming”としていたが、より正確な表現とするため“aquaculture”に

変更した。 

(2) 既存PDM では、「産卵誘発」を“induced breeding”としていたが、より正確な表現とするため“induced 

spawning”に変更した。 

(3) 「親魚」を指す用語として、“broodstock fish”、“broodstock”などが使用されていたため、

“broodstock”に統一した。 

 

また、既存 PDM では、①プロジェクト目標の指標２の“事業計画”、②成果３の“事業計画”、③活動 3-2

の“事業化モデル”と３箇所に“事業計画”あるいは“事業化モデル”という用語が使用されており、それぞ

れの間の関係性が不明瞭であった。そこで、今回評価にあたって以下のように整理をし、日本側、アルゼンチ

ン側評価団員の共通の認識の下で評価を行った。 

 

 

 

 

 

同様に、A)上位目標の“事業化試験”、B)プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件にある“事

業化試験”、C)活動 3-2 の一部として実施中の“事業化実証試験”の間の関係性も不明瞭であり、プロジェク

ト関係者の間で共通の理解がなされていないものであった。そこで、この点についても今回の評価に先立って

以下のように整理しなおし、関係者の統一見解の下で評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

評価5項目に基づいて評価するため、主に下記の点について情報収集を行った。 

● プロジェクト目標の達成度及びその促進／阻害要因 

● プロジェクト目標の達成見込み 

● 成果の達成度 ＝ 投入と成果の関係 

● 成果の達成度を示す事例･成果 

● アルゼンチン側による投入の状況 ＝ 財務的自立発展性の見込み 

- ①は、②の成果品としての“計画書（報告書）”であり、両者は内容的に同一のものである。 

- ③は、事業化を考える際にどのような形式が可能であるか、をモデルとして提案するものであり、①及び

②の一部をなすものである。 

- 三者はそれぞれ、その実施規模において異なるものである。規模は、A)＞B)＞C)である。 

- A)は、事業者が実際の事業開始の検討に必要な規模のものを指す。 

- B)は、本プロジェクトの結果を踏まえたうえで行うパイロットプロジェクトを指す。 

- C)は、プロジェクトの一部として実施する小規模な実証試験であり、また現在実施中の全ての試験が期間

中に完了するものでもない。一部結果は事業計画に盛り込まれる。 
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● 日本側・アルゼンチン側双方による投入の量、質、タイミングの妥当性、C/Pスタッフの定着度など 

● 上位目標・プロジェクト目標とアルゼンチン国、ブエノスアイレス州、チャスコムス市の開発政策・方

針との整合性、対象地域におけるニーズ、他地域への適用可能性 

● プロジェクトの実施体制の適否及び運営状況 ＝ 組織的自立発展性の見込み 

● 他の協力形態との連携・協力、あるいは重複の状況 

● インパクト 

● 自立発展性の見通し(組織面、財政面、技術面、政策面） 

● アルゼンチン側関係機関のオーナーシップ 

 

主な情報データ収集方法は、下記のとおりである。 

● 過去の調査報告書のレビュー 

● プロジェクトより提出された関連資料のレビュー 

● 日本人専門家へのインタビュー 

● INTECH、EHC の C/P へのインタビュー(法制度整備に関しては、EHC を通じてブエノスアイレス州農務省

C/Pへの間接的な聞き取り調査） 

● ブエノスアイレス州農務省大臣及び次官、チャスコムス市長及び企画部へのインタビュー 

● アルゼンチン国外務省、農牧水産食糧庁次官、CONICET総裁への表敬・インタビュー 

● 民間農牧業者の訪問調査 
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第３章 調査結果 
 

３－１ プロジェクトにおける技術移転の状況と技術レベルおよび課題 

 今回の｢最終評価調査｣の結果、本項についての講評は次のとおりである。すなわち、体重１gの種苗を10 万

尾生産した実績は、親魚養成・餌料生物の培養・仔稚魚の飼育等の諸技術が総合的に改良・開発された表れで、

ペヘレイOdontes bonariensisの｢里帰りプロジェクト｣で、日本において約40年にわたって改善・改良された

本種の種苗生産技術が移転された｢論より証拠｣である。短期間にこれらの移転に貢献された長期・短期専門家

諸氏そして国内支援委員会の皆様に敬意を表したい。これらの技術は、アルゼンチンの経済の動向によっては

近未来に本種の集約的な給餌養殖の発展につながることも考えられ、他方、種苗量産体制の整備に伴い我が国

のアユ放流事業のような形で人工種苗の放流による資源培養に発展する可能性がある。また、本種が、亜国に

おいて他魚種の増養殖振興の先導的なパイロット的魚種の役割を果たすのではと思われる。 

 以下に具体的な諸技術の移転状況と問題点について述べる。 

 

(１）親魚養成 

  自然産卵による採卵では、受精卵の一時に量的な確保が難しい。そのため、本プロジェクトでは、チャス

コムス技術研究所(INTECH)において生理学や内分泌学的手法を駆使したペヘレイの性成熟機構の解明に関す

る研究が推進され、ホルモン投与などによる計画的で量的確保が可能な採卵法や光周期調節による産卵促進

等の研究の推進が検討されている。これらの研究活動については、前回の運営指導調査（中間評価）では、

調査団が詳しく知るところではなかったが、今回、チャスコムス滞在中にINTECHで催された長期専門家・カ

ウンターパートによる研究成果報告会でその成果と進捗状況を詳しく知ることができた。これらの成果は、

本プロジェクト活動の一環として開催された国際ワークショップでも中南米・南米諸国の研究・技術者に広

く紹介されたとのことで、得られた基礎的な知見が近い将来に種苗生産現場で活用されることが期待される。

また、本研究分野については、日本人研究者との研究交流も行われているので、本プロジェクト終了後も活

発な情報交換が行われると考えられる。 

  一方、親魚飼料の改善や養成法（飼育環境条件、飼育尾数）の工夫によって、親魚の産卵期を同調させ、

自然産卵によっても短い期間に受精卵を量的に確保できるものと考えられる。 

 

(２）種苗生産 

  ペヘレイの卵管理や仔稚魚の大量飼育法はまだ確立されたわけではないが、100年にも及ぶふ化放流の歴史

や、設立後 60 年の伝統を有するチャスコムス陸水生物研究所(EHC)では、伝統的なふ化・飼育技術に我が国

の種苗生産技術を加味し、10 万尾の生産に成功した。我が国では、マダイ等の種苗生産で100 万尾生産実績

が種苗量産の目安とされた経緯があり、ペヘレイにおいても種苗量産技術の普遍性と安定性を求めて、更に

飼育技術を改善する必要がある｡当面は、10万尾生産の飼育施設規模と人員配置を基準として、施設の拡大や

人員の配置を考慮した量産体制を作り、更に力化や再現性を図ることが今後の課題と思われる｡ 

 

(３）餌料生物の培養 

  10万尾の種苗生産の鍵となったのは淡水産ワムシBrachionus calyciforusやミジンコDaphnia spinulata、

そしてアルテミアArtemia persimilisの計画的な培養ができたことかと思われる。安定した種苗量産技術を

確立するためには、餌料生物の大量培養技術の開発が重要である。なお、亜国ではアルテミアが比較的安価

に入手できるとのことで、アルテミアの活用や栄養強化法の導入などによって丈夫で良質な種苗量産も期待

できる。  
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(４）養成用飼料の開発 

  ペヘレイの集約的な給餌養殖を振興するためには、安価で良質な養成用飼料の開発が急務である。現在、

ペヘレイの市場価格等を勘案すると、適正な飼料の設計・製造が困難な状況にある。我が国でも鋭意研究が

進められている未利用大豆タンパクを養成飼料の原料としての活用など、大豆産出国の亜国では将来の検討

課題である。 

 

(５）親魚の遺伝的特性 

  本プロジェクトでは、ペヘレイを我が国で40年間にわたって継代飼育する間に、亜国のペヘレイと遺伝的

に異なる集団になっているのではと懸念された。そのため、短期専門家が派遣され、カウンターパートの間

でも遺伝的について検討が行われている。もし、明確な相違があるならば、給餌養殖用と放流用の種苗生産

には、このことに留意して、親魚を区別して使用する必要がある。なお、亜国ではこれまで受精卵・ふ化仔

魚の放流に必要に応じて、各地の親魚を用いた経緯があるので、これらの地域的な遺伝変異などの有無につ

いても調査する必要がある。 

 

(６）増養殖振興と環境保全 

  EHCでは、種苗生産など増養殖試験に用いた飼育水を沈殿地に導き、糞や残餌を沈殿させた後に排水するな

ど、増養殖活動による環境への負荷を軽減させる措置をとっている｡しかし、普及対象の養魚場などでは、こ

のような措置が十分に行われていなかった。近い将来増養殖が振興されると、アルゼンチンにおいても我が

国と同様に環境保全基準が厳しくなり、養魚場が被害者の立場から加害者に変わりうるので、試験研究機関

にあっては、環境保全対策についての普及啓蒙をこれまで以上に実施する必要がある。また、養魚用水とし

て塩分を含む地下水の組み上げと排水についても、農作物や牧草への影響を考慮する必要がある。 

 

（７）人工種苗の効果的な放流に向けて 

 ペヘレイの種苗量産が可能になると、亜国における長い本種のふ化放流事業の歴史や、現在のアルゼンチ

ンの経済状況からも、人工種苗が放流用に用いられる可能性が高い。 

 しかし、人工種苗の放流を効果的にするためには、いつ・どこに・どのサイズを・どのくらいの量を放流

すべきか等々、基礎的な知見が不足しているように思われる。そのため、標識方法や放流後の生態などにつ

いて詳しく調べ、効率的で合理的な放流技術を開発する必要がある。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ 日本側投入 

（１）専門家派遣 

専門家については、これまでに長期専門家としてチーフアドバイザー/種苗生産技術２名、養殖技術/業務

調整員１名の計３名が派遣されており、うち２名は現在も派遣中である。短期専門家は、魚類養殖施設整備

１名、遺伝形質分析１名、市場調査１名、人工餌料開発１名の計４名を派遣しており、加えて2005年8月に

は２名の短期専門家が派遣される予定である。専門家の数および専門分野の選択、派遣のタイミングについ

ては、概ね適切であったと思われ、アルゼンチン側の評価も高い。専門家に関しては、プロジェクト開始当

初に C/P との間に言語的・文化的障壁によるコミュニケーション・相互理解の不足が生じた時期もあったこ

とが指摘されているが、このことによる活動の遅滞その他の支障は生じておらず、また現在は改善されてい

る。 
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(２）研修員受入 

本邦研修については、これまでに８名を受け入れている。内訳は、INTECH４名、EHC２名、CEAN１名、ブエ

ノスアイレス州政府１名である。内容、期間、タイミングは概ね適切であり、アルゼンチン側の満足度、評

価は高い。 

 

(３）機材供与 

機材については、養殖用資機材・研究分析機器等、総額約600 万円分が供与されている。多くはアルゼン

チン国内で調達され、質、量の両面において適切であり、アルゼンチン側から高い評価を得ている。機材は

概ね適切に維持管理されており、使用頻度も高い。 

機材供与に付随する正のインパクトとしては、現地で入手可能な資材を用いて、現地の業者が養殖用の水

槽等を設置したことにより、これまで養殖用資機材の業者がほとんど存在しなかったアルゼンチンにおいて、

これらの業者が育成されたことなどが指摘された。 

 

(４）現地業務費 

現地業務費については、プロジェクト終了時までに、主に資機材購入や施設整備に約2,000 万円が支払わ

れる予定である。 

 

３－２－２ アルゼンチン側投入 

(１）人員配置状況 

カウンターパートは、これまでに11名が配置されている。プロジェクト開始当初に配置された９名(INTECH

４名、EHC２名、CEAN１名、INIDEP１名、ブエノスアイレス州農務省１名）に加え、2004年12月から新たに

２名がC/Pとして配置された。このC/Pは、１名がブエノスアイレス州政府、もう１名はINTECHから配置さ

れ、両名とも網生簀養殖に従事してきた人材である。このほか、運営指導調査団（中間評価）による提言に

基づき、INTECHでは親魚養成の現場担当者を配置した。 

本プロジェクトに配置されたC/P の教育レベルは高く、プロジェクトの円滑な進捗に大いに貢献したとい

える。また、親魚養成現場担当者、網生簀養殖担当 C/P など、プロジェクトの進捗に伴い新たに必要となっ

た人材についても迅速な対応がみられたことは、高く評価される。 

 

(２）施設整備状況 

研究所施設、資機材については、INTECH、EHC に既存の施設を活用したほか、アルゼンチン側の投入によ

り新たな施設整備が行われた。投入は概ね計画通りのタイミングで行われたが、プロジェクト開始当初には

財務状況の悪化により投入が遅れたケースがあり、やむなく日本側の現地業務費を投入し、活動の遅延を避

けたケースがあった。 

 

(３）予算措置状況 

ローカルコストについては、2005年3月末現在で33,000USDが支払われている(人件費を除く）。予算はプ

ロジェクト開始当初を除き遅延なく措置・支出され、プロジェクト活動に支障を来たすことはなかった。 

また、直接プロジェクトに対する予算措置ではないが、INTECH、EHC のペヘレイ関連研究及び活動に対す

る予算措置は近年増加しており、INTECH については、2004 年 12 月に開催したペヘレイ生態学国際ワークシ

ョップ、また各種のペヘレイ関係研究に対する助成金の配置などがあげられる。特に、国際ワークショップ

については、プロジェクトも共催したものの、プロジェクトが拠出した資料印刷代などの経費以外は、全て

CONICET/INTECH が拠出している。EHC については、ペヘレイを含む、州内ラグーンの水生生物について、ビ
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オトープの作成・展示、またFERIAGRO1などの展示会への参加など、ブエノスアイレス州における水産関連分

野全般にかかる展示センターとしての機能を充実、拡張しつつある。これに伴い施設改装・新設、人員の増

員、予算の増額、広報活動の拡大などが積極的に実施されている。 

 

３－２－３ 活動実績 

(１）上位目標及びスーパーゴール 

上位目標： チャスコムス周辺等において、ペヘレイ養殖等の事業化試験が行われる。 

スーパーゴール： ブエノスアイレス州等でペヘレイの養殖業、漁業等が行われる。 

ペヘレイ増養殖業者の正確な数は把握されていないが、終了時評価時点においてペヘレイの種苗やその飼

育技術に関心のある農牧業者がある程度いることが確認されている。また、関係機関においては、本プロジ

ェクトで開発した技術を他魚種の増養殖に活用したいとの意向が示されている。 

今後上位目標及びスーパーゴールを達成するためには、以下の5 点につき継続して技術開発を行う必要が

あることが確認された。 

① 自然餌料及び人工餌料の生産につき、一層の低コスト化を図る。 

② 神奈川県産及びアルゼンチン産のペヘレイの遺伝形質につき、統計的な処理などを行い、比較分

析結果の精度を高める。 

③ 魚病に関する研究を継続実施する。 

④ 生産種苗の標識放流方法につき比較検討し、ペヘレイに最も適した方法を検討する。 

⑤ ペヘレイ増養殖事業化モデル案の技術面及び資金面における評価活動の一環として、「網生簀」

増養殖活動を強化・継続実施する。 

 

(２）プロジェクト目標 

ペヘレイ増養殖のための基礎技術が構築される。 

プロジェクトでは、神奈川県産ペヘレイの種苗を 10 万尾以上（体重 1ｇ）、また、フニン産ペヘレイの種

苗を2万尾生産した。この10万尾という数は、増養殖事業を検討するための目安と考えられる。今後一層の

技術改善により、同規模の生産が安定的に実施できるよう努める必要がある。また、事業計画については、

増養殖の事業化モデルの検討がなされ、既に同モデル案の実証試験も開始されている。同モデル案及び実証

試験結果の一部は事業計画書としてプロジェクト終了時までに作成見込みである。したがって、プロジェク

ト目標の指標の１つは既に達成され、残りの１つは近々の達成が見込まれると言え、プロジェクト目標は終

了時には達成されると判断された。 

 

(３）成果 

 

 

 

 

 

成果については、概ね達成されたか、あるいはプロジェクト終了時までに達成の見込みであることが確認

された。 

 

                                                      
1 アルゼンチンで毎年開催されている国際農業展示会。開催期間は1週間ほどで、世界35カ国が参加する大規模なものである。 

1. ペヘレイの種苗生産技術が開発される。 

2. ペヘレイの種苗量産技術が研究される。 

3. ペヘレイの増養殖の事業計画が作成される。 

4. モニタリング・評価結果を反映し、事業が改善される。 



 

 - 9 -

成果1.  ペヘレイの種苗生産技術が開発される。 

「種苗生産技術の確立」については、2004 年 12 月末までに200 万の良質卵が確保され、基礎的な自然産

卵及び産卵誘発技術が確立された。今後、同技術の更なる向上のため短期専門家が派遣される予定である。

この技術により一時期に大量の卵が入手できるようになり、種苗生産の集中化による施設の効率的利用、稚

魚の大量生産、作業の軽減などが期待される。また、現地産配合飼料による親魚養成が可能であることを明

らかにするとともに、稚魚の初期餌料系列が明らかにされるとともに、アルゼンチンで入手可能な原材料を

用いた比較的低コストな人工餌料が開発された。遺伝形質については、現在分析作業を実施中であり、短期

専門家派遣により解析作業を完了する見込みである。このほか、短期専門家により、比較分析及び統計的な

処理に関する技術的な助言も行われる予定である。 

 

成果2.  ペヘレイの種苗量産技術が研究される。 

「大量種苗生産技術の確立」はほぼ完了している。施設・設備の整備・設置は完了しているほか、鶏糞撒

布による仔・稚魚の餌となるワムシ、ミジンコの大量培養に成功し、生物餌料の大量生産技術が確立されて

いる。この結果、稚魚の生残率及び成長率は向上しており、量産適正技術を開発したといえる。原料である

鶏糞についても無料で入手するルートを確立し、コスト面及び継続性においても適性である。魚病対策につ

いては、寄生虫防除の技術が確立されているほか、魚病の予防対策に関する技術的助言がなされた。放流標

識方法の検討については、種苗生産技術の確立を受け、検討を開始したところであるが、プロジェクト終了

時までに技術報告書としてまとめられる予定である。 

 

成果3． ペヘレイの増養殖の事業計画が作成される。 

「事業計画の作成」については、既に事業化モデルの検討がなされ、実証試験段階に入っているものもあ

り、一部ではプロジェクトの枠を超えた成果をあげていることが高く評価される。水面利用の法制度調査に

ついては現在実施中であり、日本の経験と比較しつつ終了時までに作成される見込みである。また、事業化

モデルの技術的・財務的検討については、増養殖事業計画案を作成中であり、粗放的養殖及び生産種苗によ

る増殖の可能性が検討されており、一方で市場調査及び餌料調査結果より、現時点においては集約的養殖の

事業採算性は低いという結果が得られている。現在実施中の実証試験については、今後の継続的な実施が必

要である。試験候補地に関する予備調査報告書はこれまでのところ作成されていないが、調査は実施済みで

あることから、プロジェクト終了時までには書類としてまとめる予定である。 

 

成果4.  モニタリング・評価結果を反映し、事業が改善される。 

「モニタリング、評価結果の事業への反映」についても適切に行われている。合同調整委員会などが定期

的に行われ、モニタリングを実施している。同会議及びJICA運営指導調査団（中間評価）によりなされた提

言に基づき、人員の増員や網生簀活動をプロジェクト活動に取り入れるなどの改善がなされている。 

また、プロジェクトの成果は、終了時までに研究者を対象とした技術マニュアルとして整理される予定で

ある。 

 

(４）活動 

プロジェクトは全体的に計画通り進捗していると判断された。特に、事業計画の作成においては、一部で

プロジェクトの枠を超え既に実証試験段階に至っていること、また、広報活動が活発に行われていることな

どは高く評価された。標識放流に関する活動については、これまでの活動において種苗生産技術の確立に至

り、検討を開始する段階に至ったところであり、今後の期間において活動を実施する予定である。 

 

３－３ プロジェクトの実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスにおいて、必要な意思決定、人員配置、予算措置、支援・協力などは概ね適切



 

 - 10 -

に行われており、これらの要因に起因する活動の遅延や支障は生じていない。アルゼンチン側関係機関は複数

存在したため、機関間の調整等について、プロジェクト開始当初には、調整不足もみられたものの、全体を通

じて円滑に行われてきている。予算措置についても、プロジェクト開始当初に財務状況の悪化により、一時適

切な対応が困難な時期もあったが、同時期をやむなく日本側の投入追加により乗り切った後には、同様の問題

を抱えることはなかった。日本人専門家と C/P の間には、プロジェクト開始当初に言語・文化の壁によるコミ

ュニケーションの不足がみられたこともあったが、同問題も解決されている。 

また、プロジェクト合同調整委員会やJICA運営指導調査団（中間評価）などによりモニタリングが定期的に

なされており、これらの機会になされた提言が実際にプロジェクト活動に取り入れられるなど、適切な対応が

みられる。 

アルゼンチン側 C/P 及び関係機関のオーナーシップは高く、プロジェクト終了後についても予算の増額、人

員増加などの具体的な対応策が検討、決定されている。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価5項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトは、アルゼンチン国、またブエノスアイレス州の政策及びニーズと整合していると判断され

た。アルゼンチンにおいては、産業の多様化、特に内水面利用による中小農牧事業者を対象とした起業化の方

法を模索してきているが、本プロジェクトが目指す魚の増養殖業の振興は有力な候補のひとつと考えられ、雇

用機会の創出効果も期待される。また、チャスコムス市は長期戦略計画を策定中であるが、同計画の策定にか

かるアドバイザーの一員としてINTECHとEHCを迎え、同計画においてペヘレイ増養殖に関する視点も盛り込む

予定である。一方、JICAの対アルゼンチン援助方針にも、「経済再生」、「地域開発」といった観点で合致してい

る。支援の手法・アプローチの観点からみても、種苗生産技術は魚の増養殖において最も基礎的かつ重要な技

術であり、本プロジェクトで同技術の確立を取り上げたことは、技術的に優先度の高い分野であることから、

適切であったと思われる。最後にC/P機関の選定についてであるが、INTECHおよびEHCはいずれも技術レベル、

人材、施設・設備、更にプロジェクト成果の普及体制の面においてアルゼンチン国で比較優位を持つ機関であ

る。これらのことから、今回評価において本プロジェクトの妥当性は高いと判断された。 

 

４－１－２ 有効性 

本プロジェクトは、アルゼンチンにおいて十分に有効であると判断された。 

活動は概ね計画通りに実施され、プロジェクト目標は終了時までに完了の見込みである。種苗生産については、

体重１ｇの種苗が10万尾以上生産されていること、また事業計画については、既に一部で実証試験段階に至っ

ていることは高く評価される。事業計画に含まれる「水面利用に関する法制度調査報告書」、「事業化モデルの

技術的・財務的検討結果」、「試験候補地についての予備調査結果」はいずれも現在文書化作業の進行中である。

「事業化モデルの技術的・財務的検討結果」については、事業化モデルの検討がなされ、現在一部活動が実証

試験中であり、プロジェクト期間中には一部試験が終了する見込みであることから、同結果も盛り込んだもの

となる予定である。 

活動１-３「日本産及び亜国産ペヘレイの遺伝形質を解明する」については、日本産、アルゼンチン産ペヘレ

イの遺伝形質は、各々分析結果が得られているが、両者の統計的処理に基づく比較分析については完了してい

ない。本活動はプロジェクト終了時まで継続され、また2005年8月には短期専門家による技術移転も予定され

ているが、比較分析・統計処理の完了、及び同結果に基づく神奈川県産ペヘレイの放流決定には依然時間がか

かると思われる。しかし、放流の決定はアルゼンチン政府が行うものであること、また、本プロジェクトにお

いては、各々の分析完了までをプロジェクトの枠内の活動と設定しており、その範囲内において同活動は計画

通り期間内に完了すると判断された。 

活動２-４「人工種苗の標識方法を検討する」については、本プロジェクトにより種苗生産技術が開発され、

実際に種苗が生産できるようになったことから、ようやく放流に関する標識方法を検討する段階に至ったとい

える。したがって、本活動は開始されたところであるが、プロジェクト終了時までには既に確立された既存の

様々な標識方法について比較検討し、ペヘレイに最も適した標識方法についての検討結果を得ることができる

見込みである。 

 

４－１－３ 効率性 

日本側からの投入については、量および質について概ね適当であったと判断されたが、タイミングの点にお

いては、日本からの餌料の輸送が遅れたことが指摘された。アルゼンチン側投入についても概ね適当であった

が、プロジェクト開始当初には経済危機の影響もあり、飼育施設の新設に必要な予算が十分に措置されないこ
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とがあった。しかし、いずれのケースにおいてもプロジェクト活動に遅延を来たすことはなかった。C/P及び関

係機関の本プロジェクトに対するオーナーシップは高く、今後一層の予算措置がなされる予定である。 

これらのことから、本プロジェクトの効率性は高いと判断された。 

 

４－１－４ インパクト 

これまでのところ負のインパクトは見受けられない。正のインパクトとしては、他魚種にも適用可能な増養

殖の技術的基礎が確立されたことがあげられる。これはアルゼンチン国政府、ブエノスアイレス州政府及び民

間レベルにおいても高く評価され、また強い期待が示されている点でもある。このほか、本プロジェクトの機

材・施設整備に携わることにより、養殖関係機材のメーカー及び技術者が育成されたケースが見受けられた。

また、国際セミナーを開催したことにより、中南米諸国の関係機関とのネットワークを構築・拡大し、ペヘレ

イに関する情報の共有・交換を促進した。 

ペヘレイ生産が急激に増加した場合には、水中の餌料残渣や魚病の蔓延などによる環境汚染が懸念されてい

るが、アルゼンチン国の関係機関はこれらの危険性を十分に認識しており、適切な対策が講じられるものと思

われる。 

これら調査結果より、環境面への十分な留意を行うことにより、本プロジェクトは正のインパクトをもたら

すことができると判断された。 

 

４－１－５ 自立発展性 

プロジェクトは、国、州のいずれのレベルにおいても関係機関より十分な政策的および行政的支援を得てい

ると言え、今後も継続するものと思われる。ペヘレイ関係の研究、活動に対する予算及び人員は増加傾向にあ

る。また、市レベルにおいても長期戦略へのペヘレイ増養殖の視点を考慮する予定である。 

資金面及び組織面においても十分に持続可能性は高いと判断された。上記の通り予算、人員および施設整備

の面において増加傾向がみられ、また、本プロジェクトの開始以前からINTECHとEHCは国内外の研究機関、大

学、民間セクターなどに幅広いネットワークを有している。両機関間の協力関係も良好であり、INTECH は国、

EHCは州とそれぞれ異なる行政ラインに属してはいるものの、こうした連携・協力関係は、プロジェクト終了後

にも継続すると期待される。 

技術面においては、C/P機関はプロジェクト開始以前より技術の改良・普及のシステムを有していたことから、

本プロジェクトの成果も円滑に普及されると思われる。また、本プロジェクトで開発した技術は、ブエノスア

イレス州及びアルゼンチン国の他地域、中南米諸国にも適用可能なものであることからも、技術の普及・適用

が期待できる。 

今後、技術的自立発展性を維持するためには、以下の５点につき、アルゼンチン側関係機関が継続して実施、

改善していく必要がある。 

 

① 自然餌料及び人工餌料の生産につき、一層の低コスト化を図ること 

② 神奈川県産(もともとはアルゼンチンから導入されたもの）及びアルゼンチン産のペヘレイの遺伝形質

につき、統計的な処理などを行い、比較分析結果の精度を高めること 

③ 魚病に関する研究を更に推進すること 

④ 生産種苗の標識放流方法につき比較検討し、ペヘレイに最も適した方法を検討すること 

⑤ ペヘレイ増養殖事業化モデル案の技術面及び資金面における評価活動の一環として、「網生簀」増養殖

活動を強化・継続実施すること 

 

環境面については、水質汚染を防ぐよう十分な注意が払われてきており、今後も継続して留意する必要があ

る。社会面及び文化面については特別な配慮は行われていないが、持続可能性を減じるものではないと判断さ
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れた。 

 

４－１－６ 阻害・貢献要因の総合的検証 

(１）計画要員に関するもの 

【促進要因】 

・ プロジェクト開始以前に短期専門家１名がアルゼンチンに派遣されたこと、またアルゼンチン側C/P

が本邦研修を受けたこと。 

【阻害要因】 

・ 特になし。 

 

(２）実施のプロセスに関するもの 

【促進要因】 

・ C/Pの教育レベルが高かったこと。 

・ INTECH、EHCの現業職スタッフの積極的な協力を得ることができたこと。 

・ 電気、通信、道路アクセス、水道などの基本的なインフラが整っていたこと。 

・ 必要な資機材の購入、搬送にほとんど問題がなかったこと。 

・ 日本とアルゼンチンの間に友情と尊敬の念があること。 

【阻害要因】 

・ プロジェクトの初期においては、言語及び文化的な障壁により、日本人専門家とC/Pの間のコミ

ュニケーションが難しい時期もあったこと。ただし、プロジェクトの進捗には支障を来たすこと

はなく、また現在は両者の間で十分なコミュニケーションがとられている。 

・ アルゼンチン側の財務状況が悪化し、飼育施設建設のための予算が措置できないことがあったこ

と。 

 

４－２ 結論 

上記のとおり、本プロジェクトは評価５項目のいずれについても高く評価され、全体として計画通りに円滑

に実施されているといえる。3年間という比較的短期間のプロジェクトであるにもかかわらず、ペヘレイ増養殖

の基礎技術を確立しつつあり、10万尾を超える種苗の生産や事業計画（事業化モデルと一部実証結果）といっ

た具体的な成果品を産出するに至っている。このことは、プロジェクトの成功見込みを示すだけでなく、今後

ペヘレイ増養殖に取り組んでいくにあたり、アルゼンチン国関係機関に対する強い動機付けとなっている。C/P

機関の予算の大幅増額など具体的な動きも生じており、本プロジェクトの自立発展性確保の視点から非常に高

く評価される。 

また、本プロジェクトで開発された技術は地域限定的なものではなく、ブエノスアイレス州はもとよりアル

ゼンチン国内の他地域、また近隣諸国においても高い汎用性がある。このため、近隣諸国からアルゼンチンへ

の技術支援を要請されるなど、プロジェクト期間中であるにもかかわらず、既に正のインパクトを生じるに至

っている。 

上記のように、本プロジェクトの自立発展性は、政策面、資金・組織面、技術面のいずれにおいても高く、

技術の再現、現状維持であれば、アルゼンチン側のみで継続していけるだけの状況が整いつつあり、高く評価

することができる。 

ただし、本プロジェクトにおいて開発・確立された技術は基礎的なものであり、高い潜在的可能性を有しな

がらも、実際の事業へと展開していくためには、未だ技術面においても改善すべき点が多いことも事実である。

これらの点については、別途本プロジェクトの枠外での対応が必要である。本プロジェクトの成果と、アルゼ
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ンチン側関係機関からの積極的な支援を十分に活用しつつ、技術面において一層の向上を図っていくことによ

り、上位目標及びスーパーゴールであるペヘレイ増養殖の事業化、またそれを通じた産業の多様化と雇用の創

出が期待される。 

以上を総括すると下記のとおりである。 

 

(1) 本プロジェクトは、全体としてほぼ計画通りに進捗しており、ペヘレイ増養殖のための基礎技術は、プロ

ジェクト期間中に開発される見込みである。日本人専門家による技術移転が行われるとともに、INTECH、

EHCの技術面、組織面における能力の向上がみられた。 

 

(2) INTECH は、生物学及び生理学的な技術を開発し、ペヘレイ増養殖の基礎知識及び技術の蓄積に貢献した。

また、プロジェクト活動及びペヘレイ生態学の先進的な研究ラボの整備により、アルゼンチン国内のみな

らず近隣諸国においても名を知られる機関となった。同研究所は、ペヘレイ及び増養殖技術に関する講義

依頼を、国内外より受けている。 

 

(3) EHCは、プロジェクト活動の一環としてペヘレイの種苗量産体制確立のための技術開発試験を実施してきた。

EHCはブエノスアイレス州内に広いネットワークを有していることから、プロジェクトの成果は州内関連セ

クターに普及されている。プロジェクト活動を通じてブエノスアイレス州政府は州の漁業関係セクターに

おけるEHCの重要性を改めて認識するに至り、近い将来にその能力と権限を強化することを決定している。 

 

(4) INTECH、EHC のほかにも、ネウケン州生態応用研究センター(CEAN），国立水産資源開発研究所（INIDEP），

セントロ大学（UNC），ブエノスアイレス大学（UBA）など複数の機関がC/P機関として選定されたが、機関

間の調整が困難であり、またいくつかの機関はプロジェクトへの関与が浅かった。しかし、国の機関であ

るINTECHと州の機関であるEHCは、互いに良好な協力関係の下で活動を続けてきており、プロジェクトの

存在によりこうした協力が行いやすい状況を生じることができた。CEAN についても、人工餌料開発活動を

単独で実施し、プロジェクト目標の達成に貢献した。 

 

(5) CONICETとブエノスアイレス州政府においては、財務状況の悪化にも関わらずプロジェクト実施に十分な人

員配置と予算措置に多大な努力がみられた。こうした努力により、本プロジェクトは人材育成の面におい

ても、また科学研究の面においても大きく貢献することができた。プロジェクトを通じて開発、蓄積され

た技術と経験に基づき、他魚種の増養殖など新たな可能性が生じている。 

 

(6) プロジェクト活動を通じて、ペヘレイ増養殖に対する関心と期待が徐々に高まってきている。しかし、技

術普及に入る前に解決すべき課題もいくつか残されている。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

(1) 本プロジェクトは、2002年9月10日のR/D署名を受け、3年間(2002年9月10日～2005年9月9日）の協

力期間が設定され開始された。今回の終了時評価は、日本からの調査団員４名に加え、アルゼンチン側から

国の機関として農牧水産食糧庁及び国立科学審議会（CONICET）から２名、州の機関としてブエノスアイレ

ス州農務省から１名の合計３名の評価団員を加え実施された。 

 

(2) 評価の結果、「ペヘレイ増養殖のための基礎技術が構築される」としたプロジェクト目標は、今後の協力期

間により十分達成可能であるとされた。これは、親魚養成に始まり、産卵誘発、良質卵確保、適正孵化、餌

料生産、魚病対策から仔稚魚育成に至るまでの基礎的な技術が確実にカウンターパート（C/P）であるチャ

スコムス技術研究所（INTECH）及びチャスコムス陸水生物研究所（EHC）の研究者及び技術者に移転され、

再現可能なレベルに達していると判断されたことによる。 

 

(3) 魚類は、産業として技術が確立している家畜類と異なり、環境要因に極めて敏感であり、生理生態も対象魚

種により異なるため基礎的な技術の確立に長い年月を必要とする。当該プロジェクトでは、日本で大量種苗

生産の技術が確立され増養殖に関する研究が長年にわたり実施されているマダイやヒラメではなく、アルゼ

ンチン原産のペヘレイを対象種としている。ペヘレイは約40年前に日本に渡り、種苗生産の技術が確立さ

れたものの、その養殖応用技術や生理生態研究は極めて限られている2。このような状況にもかかわらず、

日本国内の支援委員会、専門家ならびにC/Pが、３年間という限られた期間で、アルゼンチンではじめて一

定規模の種苗生産に成功し、基礎的な技術を確立できたことは極めて高い評価に値する3。 

 

(4) 今期の種苗生産において、体重１グラムの種苗が10万尾という単位で生産できたわけであるが、通常、日

本においては100万尾単位が種苗の量産システムの確立を意味する。しかし、現在のアルゼンチンのペヘレ

イ増養殖の実態は、生産した種苗を利用して増養殖事業に展開させるための試験段階にあり、大量の種苗生

産が必要な段階ではないと判断される。今後の試験段階を経て、国または州政府が政策として、種苗の利用

目的を明確にし、ペヘレイの増養殖の戦略を立てることが重要である。 

 

(5) 今回、外務省、ブエノスアイレス州政府、国立科学審議会、農牧水産食糧庁及びチャスコムス市役所を訪問

した際に、いずれの機関においても当該プロジェクトの成果に対し謝意が表されるとともに、産業としての

養殖業の発展に対し強い期待が示された。また、当該プロジェクトが次段階に移行した際に、比較優位にあ

る日本の技術への協力の要望も示された4。JICAの国別事業実施計画でも重点分野とされている経済再生の

一環として、地域経済の活性化の観点から増養殖を捉えようとするものである。しかしながら、経済的に採

算がとれる事業としての増養殖は、現段階では困難であり、今後克服すべき課題が多いのが現状である。「チ

                                                      
2 日本におけるペヘレイの養殖業は、同魚種の生物特性に見合った水質条件下での飼育設定が容易ではなく、また販路の制約もあり、
生育速度と生産コストの面から非常に限られた事業展開に止まっており、したがって応用技術や研究もその範囲が極めて限られて
いる。 
3 今回の種苗生産は、世界で始めてペヘレイ発眼卵を日本からアルゼンチンへ移送し開始されたわけであるが、その移送は、移送後
の孵化処理、現地の水温を加味した実施時期などについて、日本での実験による検証を経て、慎重かつ精緻な計画を立案し実施さ
れた。その過程では、プロジェクトの開始に先立ち、日本の国内支援機関となる東京海洋大学及び神奈川県水産総合研究所などの
協力により、C/Pの本邦への受け入れによる技術移転がなされ、発眼卵の移送は短期専門家の派遣時期に合わせ実施された。 
4 外務省国際協力部においては、当該協力を国の戦略的なプロジェクトとして位置づけており、継続的な実施が求められることが示
唆された。また今後の日本への技術協力の要請案件でも高いプライオリティーを置いているとの説明がなされた。 
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ャスコムス周辺等において、ペヘレイ養殖等の事業化試験が行われる」とされている上位目標を目指し、当

該プロジェクトで形成された国と州の共同の実施体制を維持・継続させ、試験的なモデル事業の実施を通じ

て、生物餌料を含めた安価な餌料体系の開発、網生簀養殖体系の開発、防疫体制の開発、放流方法の開発な

どの課題に長期的に取り組むことが求められる。 

 

(6) 当該プロジェクトの責任機関であるブエノスアイレス州政府および国立科学審議会はともに、当該プロジェ

クトをそれぞれの権限と責任の下に継続して実施することに強い意志を示している。その証左として、州政

府は今年度予算を大幅に増額し、施設整備も含めEHCを州内の増養殖技術情報センターの中核機関として育

成させる計画であることが表明された5。また国立科学審議会は昨年度、ほとんどの予算を自ら負担し国際

セミナーを開催し、移転された研究成果の周辺国への普及に努めるとともに、INTECH を近隣国の増養殖研

究の代表機関として育成させようとする試みがなされた。 

 

(7) 以上のことから、今回の調査によりアルゼンチン政府としての当該プロジェクトで移転された技術の持続的

な発展に対する強いオーナーシップが認められた。したがって、今後の我が国の技術協力の方向性としては、

アルゼンチン側の主体的な取り組みを基本とするものの、これを補完し発展を加速させる協力とすることが

重要である。日本は、ペヘレイという固有種に対する技術の蓄積は十分とは言えないものの、淡水魚一般の

増養殖技術に長い歴史と経験に裏打ちされた知見と技術を有し、これらは今後のアルゼンチンが取り組むべ

き課題に対する有効な手段となりうるものである。投入は小規模であっても、段階的に長期的な協力を実施

していくことが有効である6。 

 

(8) 当該プロジェクトは、日亜親善の証を歴史的に残したいとする現地の日系人社会を中心とする過去の努力を

受け、日本とアルゼンチンの友好関係のシンボル的な存在であるペヘレイ(Pejerry: スペイン語のPez del 

Rey＝魚の王様を語源とする）の増養殖に取り組んだものである7。これは、単に技術的な観点から淡水魚の

増養殖技術の移転を図る以上の意味を有する。ペヘレイは、アルゼンチンで古くから国民に親しまれてきた

象徴的な魚であるが、環境悪化や漁獲圧により近年急激に資源が減少している。他方、アルゼンチンには

5000を越える湖沼と数多くの河川を有し、無尽蔵の水資源に恵まれている。これらの未利用に近い資源を、

淡水魚の増養殖という手段を通じて有効に活用することにより、地域経済が活性化し、引いては国の経済発

展に寄与しうる可能性が認められる。ただし、このためには国およびび州政府が、淡水魚の増養殖の振興に

関する戦略を持ち長期的に取り組むことが必要である。日本としても、アルゼンチン側による主体的な戦略

に基づき、日亜友好のシンボルとして長期的な視点に立った協力を実施することが重要であると判断する。 

 

５－２ 教訓 

アルゼンチンでは、C/Pの教育レベルが高く、電気、通信、道路アクセス、水道などの基本的なインフラが整

っており、かつ必要な資機材の購入、搬送にほとんど問題がないことから、効率的なプロジェクト運用が可能

となり、少ない投入でも大きな協力成果を引き出せるという可能性が存在することが、本プロジェクトの実施

を通じて実感的に確認された。 

また、本プロジェクトにおいては、プロジェクト開始以前に短期専門家１名がアルゼンチンに派遣されたこ

                                                      
5 ブエノスアイレス州政府には、現在６つの試験機関があり、EHCをその中心機関として位置づけようとする計画がブエノスアイレ
ス州政府農務省から説明された。 
6 アルゼンチンの自助努力を中心とした取り組みでは15年かかる成果を、当該JICA協力により３年で成し遂げたとのC/Pの発言が
あった。今後の協力においては、アルゼンチンの自助努力に日本の技術を補完させることにより発展の速度を加速させ15年かかる
成果を３年で出すことを可能とし、このことが現在のアルゼンチンの経済再生にとって非常に重要な意味のあることと思われる。 
7 本プロジェクトの特殊性については別添資料を参照のこと。 
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とと、アルゼンチン側C/Pが本邦研修を受けたことが、プロジェクトの円滑な設計、開始に貢献しただけでな

く、アルゼンチン社会に親日的な雰囲気があったことも、その後のプロジェクトの実施を容易にした。 

更に今回のプロジェクトを通じ、様々なレベルの性質の異なる機関をひとつのプロジェクトの枠内に参加さ

せることは、相互デマケーションの明確化や連絡調整業務が非常に困難となることが明らかになった一方で、

アルゼンチンにおいては通常あまり連携して事業を実施することのなかった国の機関（CONICET / INTECH）と

州の機関（ブエノスアイレス州農務省 / EHC）が、JICAが「かすがい」の役割を果たすことにより、プロジェ

クトの枠内で組織の境界を越えた相互連携が実現し、このことがプロジェクト目標の達成に大きく貢献したと

思われる。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料１：主要面談者 
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主要面談者 
(1) JICA 関係者  
・ 高井 正夫    JICA アルゼンチン事務所長 
・ 永田 健      JICA アルゼンチン事務所員 
・ 山本 パトリシア  JICA アルゼンチン事務所ナショナルスタッフ 
・ 大橋 元裕     ペヘレイ増養殖研究開発計画プロジェクト長期専門家（チー

フアドバイザー／種苗生産技術研究開発） 
・ 岡本 一      ペヘレイ増養殖研究開発計画プロジェクト長期専門家（業務

調整／養殖技術研究開発） 
・ 澤田 マリオ    運営指導調査団通訳 
 
(2) 社団法人 日亜ペヘレイ協会 
・ 光田 正    名誉会長 
・ 山口 義男  会長 
 
(3) 外 務 省  (Ministerio de Relaciones Exteriores, Comercio Internacional y 
Culto） 
・ Ms. Embajadora Ana Cafiero    Representante Especial para Asuntos de 

Cooperacion Internacional 
・ Mr. Martin Rivolta             Ministro, Director de Cooperacion Bilateral 
・ Ms. Andrea de Fornasari        Direccion General de Cooperacion 

Internacional 
 
(4) 国立科学審議会（CONICET） 
・ Dr. Eduardo H. Charreau       Presidente 
・ Lic. Mario Jose Lattuada      Vice Presidente de Asuntos Tecnologicos 
・ Dr. Jorge G. Tezon            Cooperacion Interinstitucional （亜国側

評価団員） 
 
(5) 農牧水産食糧庁(Secretaria de Agricultura, Ganaderia, Pesca y Alimentos） 
・ Mr. Gerardo E. Nieto          Subsecretario de Pesca y Acuicultura 
・ Dr. Laura Luchini             Directora, Direccion de Acuicultura (亜国

側評価団員） 
 
(6) ブエノスアイレス州農務省(Ministerio de Asuntos Agrarios y Produccion, 
Provincia de Buenos Aires） 
・ Ing. Raul Rivara              Ministro 
・ Mr. Oscar Angel Fortunato     Subsecretario de Actividades Pesqueras 
・ Mr. Jose Francisco Gil de Muro  Director Provincial de Actividades Pesqueras 
・ Dr. Mauricio Rames Lonicov    Prefesional Tecnico(プロジェクト C/P） 
・ Mr. Fernando Ramirez         亜国側評価団員） 
 
(7) チャスコムス技術研究所（INTECH） 
・ Dr. Alberto Carlos C. Frasch  Director 
・ Dr. Gustavo Manuel Somoza     Independent Researcher(プロジェクト C/P） 
・ Dr. Leandro Miranda           Associate Researcher(プロジェクト C/P） 
・ Dr. Dario Colautti            プロジェクト C/P） 
 
(8) チャスコムス陸水生物研究所（EHC） 
・ Lic. Gustavo Berasain         Emcondo (プロジェクト C/P） 
・ Ms. Marceia Velazco           Emplea da Profesiona(プロジェクト C/P） 
 
(9) カニュエラス農牧業者 
・ Mr. Luis Guemes 
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(10) サンビセンテ養殖業者 
・ Mr. Catania Edualdo 
 
(11) 佐藤農園（CAMPO MIZUJO） 
・ 佐藤 功 
・ 佐藤 久子 
・ 五十嵐 由里子 
 
(12) チャスコムス市(Municipalidad de Chascomus） 
・ Ms. Liliana E. Denot            Intendente Municipal 

・ Mr. Eduardo de Castro           Secretario I, Secretaria de Planificacion 

y Desarrol



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料２：本プロジェクトの特殊性  
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本プロジェクトの特殊性 

 
本プロジェクトは、過去の経緯より神奈川県・現地日系人社会・皇室との関係を

有している。その概要を取りまとめると下記のとおり。 

 

＜本プロジェクト経緯概要＞ 

本プロジェクトは、その経緯をさかのぼると 1966 年までさかのぼる。1966 年にア

ルゼンチンにおける花卉栽培の産業振興への功績が高く評価された高市茂氏は、海

外移住功労者として叙勲のため日本に帰国し、昭和天皇に謁見した後、前アルゼン

チン公使であった内山神奈川県知事（当時）に面会し、日本人移民の積極的な受け

入れや、戦後食糧難時代の食糧支援などを積極的に行ってきた対日感情が友好なア

ルゼンチンから、日亜親善の証を歴史的に残すために、同国の魚食文化の象徴であ

るペヘレイを日本に移殖することを強く提案した（内山知事はアルゼンチン公使時

代、高市氏と公私を通じた付き合いがあった）。神奈川県はこの提案を受け入れ、高

市氏は帰国後直ちに「ペヘレイ日本移殖有志期成会」（現日亜ペヘレイ協会）を結成

し、その年の内に神奈川県淡水魚試験場にペヘレイ受精卵を３回にわたり移送した。

移送されたペヘレイは、神奈川県淡水魚試験場によって、アルゼンチンでは確立さ

れていない完全養殖技術を開発し、現在に至っている。一方、ペヘレイ関係事業と

皇室との関係はその後も深く、1967 年には、アルゼンチン訪問中の皇太子同妃両殿

下（現天皇皇后両陛下）に高市氏がペヘレイの日本移殖の概要を説明申し上げてお

り、1969 年には皇太子殿下（現天皇陛下）が神奈川県内水面試験場のペヘレイ養殖

の状況を視察されている。また「ペヘレイ日本移殖有志期成会」が「日亜ペヘレイ

協会」と組織改変され、現会長である光田正氏が高市氏の後任になってからも、1983

年には光田氏が安部外務大臣（当時）に表敬し、ペヘレイ日本移殖の趣旨と経緯を

説明しているほか、最近では 1997 年に両陛下がアルゼンチンを訪問された際にも、

日系社会の代表者として光田氏にお会いになり、ペヘレイについて親しくお話にな

っている。 

今回、アルゼンチンから激減したペヘレイ資源の回復を目的とし、「ペヘレイ増養

殖技術の移転」を中心としたプロジェクトが要請され、神奈川県水産総合研究所よ

りペヘレイ発眼卵をアルゼンチンに「里帰り」させることによりプロジェクトが開

始されることになった際には、光田日亜ペヘレイ協会長より川上 JICA 総裁（当時）

に親書が提出された。それを受け、川上総裁からは、2002 年 6 月 21 日付けで「弊事

業団としては、引き続き本プロジェクトに誠意を持って取り組んでいく所存ですの

で、光田名誉会長、山口会長以下皆様におかれましても、今後ともご支援のほどよ

ろしくお願い申し上げます」との親書が発出されている。 
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また本プロジェクトは、旧 JICA 神奈川国際水産研修センターが神奈川県および東

京水産大学（現東京海洋大学）と緊密な連携をとりながら、案件立ち上げの中心的

役割を果たしており、地域のリソースを活かすとともに、日亜友好を願う日系人の

意志を引き継いだ案件として NHK の首都圏におけるニュース特集のひとつとして取

り上げられている。このように本プロジェクトは、本部主導ではなく、地域の提案

に基づき案件の立ち上げを行ったという点でも、他の案件と異なる特殊性を有して

いる。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料３：議事録 
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本プロジェクト議事録 

 

①  外務省との協議 

アルゼンチン国外務省を表敬訪問し、協議を行った。それによると、外務省はプロ

ジェクトの現状を非常に高く評価しており、現状のプロジェクト進捗状況に満足して

いるとの一方で、2004 年 1 月に実施された運営指導（中間評価）調査時に調査団か

ら指摘された６つの課題点の現状とフォロー状況につき、協議中に自ら聞き取りを行

うなど、相手側の積極性が感じられる協議であった。また外務省からは、養殖により

魚類を多量に生産することは、(輸出）商品の多様化に寄与し、外貨の獲得に貢献す

るだけでなく、新たな雇用も創出することになるとの期待感から、アルゼンチン経済

状況の改善のため、本プロジェクトを国として戦略的に取り扱っている旨説明があっ

た。また今回の終了時評価では「持続性」の観点からの評価が重要であるとの発言が

あったほか、今後については終了時まで必要なサポートを引き続き行いつつ、今回の

調査団により得られた成果や反省等も踏まえながら、上位目標の実現に向け取り組ん

でゆきたいとのことで、今後も JICA のサポートを期待したいとのことであった。 

 

②  日亜ペヘレイ協会との協議 

日本へのペヘレイ移殖を推進した日系人の団体である日亜ペヘレイ協会と、プロジ

ェクトに関して協議を行った。それによると、現在日亜ペヘレイ協会では、プロジェ

クトの最新活動情報が入手しづらいとのコメントがあったほか、現在プロジェクトで

は試験研究にかかる活動ばかり行われており、事業化(産業の創出）にかかる活動（民

間への技術普及活動や放流など）が少ないとのコメントがなされた。それを受け、本

プロジェクトの範囲内では事業化(試験）までは含まれず、上位目標に含まれる内容

である旨説明を行ったが、ペヘレイを通じた日本・アルゼンチンの友好親善の促進に

資するためにも、事業化までは JICA でしっかりとフォローを行う必要があるとの見

解が述べられた。最後に、ペヘレイのメッカであったチャスコムスのペヘレイ資源を

回復させる取り組みなど、ペヘレイを通じ両国の友好親善に資するプロジェクトに対

しては、これからもできる限りの協力をしていきたいとのことであった。 

 

③  国立科学審議会（CONICET）との協議 

CONICET では、総裁および副総裁を中心とする CONICET スタッフと協議を行った。

それによると、CONICET は今回プロジェクトによる様々な成果が、国際セミナーの開

催など目に見える形で出てきたことを評価しているとのことであった。また、プロジ

ェクト目標が達成されるまで今後も変わりない支援体制を維持する旨が表明された

ほか、今回の終了時評価調査の結果も踏まえながら、二国間だけではなく今後は更に
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多国間協力案件（南南協力案件？）にもつなげてゆきたいと考えていることであった。

CONICET は国の経済を支える各種産業を技術開発の側面から支援していることから、

本プロジェクトでは農産品（水産物）の生産力向上という観点で非常に大きなインパ

クトを及ぼしており、そのことがまた CONICET の対外的な知名度をあげることにも寄

与しているとのことで、JICA の協力に大変感謝しているとのことであった。また、

アルゼンチンでは生産力向上のほかに、それを支えるインフラの整備も緊急の課題と

なっており、今後はこのような側面からの援助も求められる旨発言があった。 

 

④  ブエノスアイレス州農務省での協議 

 州農務省では、副大臣を中心とするスタッフと協議を行った。それによると、プロ

ジェクトは最終局面を迎えているが、州政府としては今後も引き続き変わらない支援

体制を維持するとともに、まずは終了までに残された課題にしっかりと取り組むこと

が重要であると考えているとのことで、プロジェクトによって得られた成果や結果を

見てから将来の方向性を考えてゆきたいとのことであった。また、今回のプロジェク

トによって、もともと長い歴史を有し州内にネットワークを有する EHC の知名度が更

に高まってきていることから、今後は EHC に州内の水産情報を集積する水産情報セン

ターとしての役割も付加するとともに、更なる事業展開のために古くなったインフラ

を改修・整備し、新たに車両を 2 台配備するとの決定がなされた旨紹介された。プロ

ジェクト終了後の方向性に関しては、州内に数多く存在する水域へペヘレイ種苗を放

流し資源増殖を目指す活動を積極的に行ってゆきたい旨表明された。更に方では、種

苗生産の基礎技術がプロジェクトで移転されたことから、今後は種苗大量生産技術を

高めてゆき、集約養殖への展開にも大変興味を持っているとのことであったが、その

ための課題としては、良い餌料をいかに安価で確保するかということと、魚病への対

処法を確立する必要があると考えている旨説明があった。なお、現在種苗放流を行う

際の懸案となっている遺伝形質の問題に関しては、分析の結果、在来ペヘレイとの間

に差異がないことが明らかになれば放流は問題ないと考えているとのことであり、放

流にあたっても州の権限で決定を行うことができるとのことであった(なお複数の州

をまたぐような問題に関しては、各州の代表が参加して国レベルの政策を検討する連

絡 会 で 決 定 が な さ れ る と の こ と で あ っ た ）。 ま た 、 副 大 臣 か ら ペ ヘ レ イ の 学 名

Odontesthes bonariensis の bonariensis はブエノスアイレス州を意味しており、ペ

ヘレイは州政府にとって象徴的な魚であることからも、将来プロジェクト活動を上位

目標で述べられているチャスコムス周辺だけでなく、幅広くブエノスアイレス州全体

に広めてゆきたいとの意向が示された。更に大臣から、州政府はプロジェクトで得ら

れた成果をもとに、EHC を中心に水産分野の様々な活動を積極的に展開してゆきたい

とのコメントがあったほか、そのために必要な追加的な投入も行う旨が最後に表明さ
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れた。 

 

⑤  農牧水産食糧庁での協議 

農牧水産食糧庁では長官と協議を行う予定であったが、都合がつかず、副長官のみ

と協議を行った。それによると、現在のプロジェクトは専門家と C/P、更に日系社会

の努力もあり、順調に成果が上がってきていると理解しているとのことで、今後州レ

ベル，国レベルで目に見える成果が上がるとともに、プロジェクトを通じてペヘレイ

が市場での競争力を有する(輸出向け）商品として開発されることを期待している旨

表明された。現在、国の水産養殖業では在来種および外来種の種苗生産技術開発と養

殖用餌料の開発に力を入れて取り組んでおり、特にウルグアイ・パラグアイ国境付近

の東北部では水産養殖を地域における主要な経済活動のひとつとして導入しようと

しており、研修や技術指導を通じてパクーやマスといった在来種の養殖を推進してい

るとのことであった。そのため、今後プロジェクトによってまとめられた成果や教訓

を、推進中の事業に積極的に活かしてゆくとともに、今後も日本と協力をしてゆきな

がら水産分野の技術開発を進めてゆきたいとの旨が表明された。 

 

⑥  チャスコムス市との協議 

チャスコムス市役所では、市長をはじめ企画部長と面会し協議を行った。それによ

ると、市として現在プロジェクトとのかかわりは特にないものの、日亜間の 40 年近

い関係をもとに順調に成果をあげているプロジェクトを頼もしく感じているとのこ

とで、今後は INTECH や EHC などのプロジェクトと連携していきながら市としての開

発計画を策定してゆきたいと考えている旨説明があった（事実 INTECH と EHC は今後

市の開発計画立案のための会議に参加するよう要請されている）。現在市として一番

の懸案事項は、急速な人口増加に伴うチャスコムス湖の水質環境汚染であった。市と

しても環境の分野からプロジェクトを側面支援してゆきたい旨コメントがあり、具体

的には排水処理施設や水質環境モニタリングラボの建設や、市民への環境保全意識の

啓蒙活動に取り組んでゆくとのことで、排水処理施設の建設に関しては、既に 820

万ペソ（約 3 億 2,800 万円）の予算が認可されたとのことであった。また水産業に関

しては、1970 年代まではチャスコムス湖のペヘレイで有名な町であったものの、現

在湖のペヘレイが激減してしまったため、上述のとおり環境保全に取り組むことによ

り、プロジェクトによるペヘレイの増殖を側面支援し、観光客誘致のためのペヘレイ

スポーツフィッシングを振興させたいとのことであった。更に政府との関係について

は、現状で特に特別な関係はないものの、開発計画の立案などにあたっては、州政府

の方針も見極めつつ、州政府の持つ人材を専門家として使いつつ、良い関係を構築し

ながらローカルなニーズを積極的に州政府に対し発信してゆきたいとの旨発言があ
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った。 

 

⑦  プロジェクト関連サイトの視察結果 

悪天候のため、予定していたサイトの視察を２ヵ所キャンセルしたものの、合計

３つのサイトで実施中の粗放養殖の試行実施状況の視察を行った。 

カニュエラスにおける農牧業者の場合は、広大な牧草地を有しており、所有する

土地の土を道路工事等のために販売する一方で、土を採取した跡にできた穴に地下

水を張ることにより、ペヘレイの粗放的養殖を行いつつ、ブエノスアイレス近郊と

いう地の利を活かしてスポーツフィッシングの練習場をかねた観光牧場的な施設を

作りたいとのことで、現在ペヘレイ種苗をプロジェクトから 4000 尾譲りうけ無給餌

放養中であった。本農牧業者は、農業および牧畜で生計を立てており、事業の拡大

を狙って所有地内にニジマスの養殖場も建設のうえアメリカから種苗を購入のうえ

ニジマス養殖も実施中であり、今回初めて出荷までこぎつけたとのことで、現在試

験中のペヘレイの粗放的養殖に関しても将来的には規模を３倍までに拡張させたい

とのことであった。 

サンビセンテにおける養殖業者の場合には、所有する土地内に素掘池を設置し、

現在ペヘレイ 4000 尾をプロジェクトから譲り受け、給餌を行いながらの半粗放的養

殖を実施している。本養殖業者は、ニジマス養殖を主体にティラピア養殖などを 30

年間にわたって行っており、種苗生産も独自に行っている。また一方では、養殖魚

を使った食堂経営も行っているがすべてが家族により経営されている。特にニジマ

ス養殖に関しては、独自の技術を開発しながらブエノスアイレス近郊で集約的に養

殖を行う数少ない業者であり、現在も新たな養殖施設を建設中であった。当養殖業

者は、ペヘレイ養殖をニジマス・ティラピアに次ぐ第三の魚種としたいとのことで

あった。 

最後に訪問した佐藤農園は、日系１世の佐藤功氏により経営されている観光農場

であり、プロジェクトの要請により施設内でニシキゴイとアヒルの飼育を行ってい

る池でペヘレイの半粗放的養殖（ニシキゴイとの混養）の試験を行っている。現状

における試験結果によると飼育結果は芳しいとは言えず、生残率は高いものの成長

がずいぶん遅いとのことである。佐藤氏自身はペヘレイ養殖に対し特に興味を示し

ているわけではなく、あくまでもプロジェクトへの協力事業との位置づけであった。 

訪問した３ヵ所のうち、自主的に養殖試験を行っている２者に関しては、事業拡

大の一環としてペヘレイに注目しており、それぞれ独自に EHC にコンタクトを行っ

ており、特にサンビセンテの養殖業者の場合は、2004 年の 12 月に INTECH が行った

国際セミナーがペヘレイ養殖に注目するきっかけになったとのことであった。それ

ぞれペヘレイに注目した理由としては、アルゼンチン固有の魚であり知名度が高い
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こと、一定のマーケットがあると認識していること、粗放的あるいは半粗放的に養

殖が実施できる点などがその主な理由であった。 

 

⑧  合同調整委員会での協議 

ブエノスアイレス州農務省において、州農務省関係者をはじめ、CONICET，INTECH，

EHC，JICA アルゼンチン事務所の代表者が参加のもと、合同調整委員会が開催された。

まず冒頭で今回調査結果を取りまとめた終了時評価報告書を含む協議議事録（ミニ

ッツ）が州農務省大臣，CONICET 総裁ならびに日本側調査団長の間で署名され、佐々

木団長が簡単に調査結果の概要を発表し、今回のプロジェクトでは州政府および

CONICET の強いイニシアティヴのもと、C/P をはじめ関係者のたゆまぬ努力の結果と

して高い評価が得られた旨報告を行った。次に CONICET 総裁の Charreau 氏から、今

回のプロジェクトでは、様々な機関が組織の壁を乗り越えて、相互協力しながらプ

ロジェクト活動を進めていけたことが、プロジェクトの円滑な実施に大きく貢献し

たとのコメントがあり、JICA をはじめ州政府など関係者への感謝の意が表明された。

また CONICET では、今回のプロジェクトで構築された州政府などとの連携を保ちな

がら、プロジェクト活動を継続させ、今後はプロジェクト成果を広く周辺諸国にも

広げていきたい旨が表明された。最後に、Rivara ブエノスアイレス州農務省大臣か

ら、州政府は今回のプロジェクト活動に対し積極的に関与してきており、今後も EHC

を中心に更にペヘレイの大量生産を目指してプロジェクト活動を活発化させたい旨

が表明された。そのなかで、これまでの関係者の努力に報いるために、今年度予算

で EHC への配分額を大幅に増額して各種施設・資機材の増改築と新規導入を決定し

た。また、今後も予算の不足がプロジェクト活動を停滞させることがないよう、し

っかりとした予算措置を講じる旨の表明もあり、州政府の本プロジェクトに対する

オーナーシップの高さが強調された。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添資料４：調査団ミニッツ・評価レポート 
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